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．はじめに
本稿は無職女性１）の地域への就業を促し，障害者
の就業支援の担い手として活用することを提起する
ことを目的としている。
第Ⅱ章では，わが国における障害者雇用の歴史と，
わが国の障害者雇用制度の特徴である割当雇用制度
と特例子会社に触れた後，『平成２５年度障害者雇用
実態調査結果』を基に障害者雇用における支援のあ
り方について論じられている。
その中で，障害者の雇用問題においては一般就労
の問題に加えて就業の継続が問題となることを指摘
した上で，障害者の就業継続のためには，次の三点
がいずれも満たされる必要があるとしている。
第一に，企業が障害者を継続して雇用することに
対して強い意志をもっていること，第二に，企業が
障害者の不満や要望を聞き入れる体制が整っている
こと，第三に，支援者が主体となって企業と濃密な
協力関係を築くこと。
このためには，ある地域に立地する支援団体が同
一地域内に立地する複数の企業を対象に障害者を受
け入れてもらい，地域ぐるみで障害者雇用を支える
仕組みが必要であるとしている。
第Ⅲ章では，地域ぐるみで障害者雇用を支える仕
組みが障害者の家族がもつ支援機能の社会化によっ
てなされることを指摘した上で，無職女性が仕事よ
りも育児や家事を優先する生活を積極的に選び，か
つ自宅の近くでの就業意向が高いことを踏まえ，無
職女性に自身が暮らす地域へ就業してもらい，彼女
らを障害者支援の主体として活用することを提起し
ている。
．わが国の障害者雇用制度と障害者支援体制
１．障害者雇用の歴史
１９８１年に国際障害者年が始まって以降，わが国の
障害者福祉は急速な進展を見たが，それは基本的に
「施設福祉から地域福祉へ」「医学モデルから社会
モデルへ」という二つの大きな流れをもっていた。
障害者福祉は現在，障害者の福祉を地域ぐるみで
支えつつ，社会を障害者にとっても生活しやすいも
のへと改変することを主眼に置いていると考えてよ
い。
１９６０年に制定された身体障害者雇用促進法（現・
障害者の雇用の促進等に関する法律）は「規制の厳
格化」と「適用対象の拡大」の二つを特徴とするも
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のであった。
１９７７年に義務化された障害者雇用は，その後雇用
率２）が段階的に引き上げられ，雇用義務制度が開始
された当初は１．５％であったものが現在は２．０％と
なっている。また，２００４年には除外率３）が廃止され
た。
他方，義務の適用対象は当初身体障害者だけで
あったものが，１９９７年に知的障害者に拡大し，２０１８
年には精神障害者の雇用義務化が予定されている。
また，２０１６年には合理的配慮４）が企業において努力
義務となる。
２．割当雇用制度と特例子会社
わが国の障害者雇用制度は，「割当雇用制度」「特
例子会社」の二つを特徴とする。
「割当雇用制度」とは，企業に対して障害者を一
定の割合雇用することを義務化するものである。わ
が国においては１９６０年の身体障害者雇用促進法に
よって初めて導入された。
この制度は「雇用率制度」と「雇用納付金制度」
の二つから成り立っているが，具体的には次の二つ
の義務を課している。
第一に，従業員５０人以上の事業所に対して法定雇
用率２．０％以上の障害者を雇用する義務を課す。第
二に，法定雇用率に満たない事業主から「不足分１
人当たり月額５万円，年額６０万円」の「障害者雇用
納付金」を徴収する一方で，法定雇用率を超えて障
害者を雇用している事業主に対して，その超えてい
る人数に応じて，１人につき月額２５，０００円の「障害
者雇用調整金」を支給する。
次に，「特例子会社」は，障害者の雇用の促進と
安定を図るため，事業主が障害者の雇用に特別の配
慮をした子会社のことであり，表３に示す要件を満
たす場合には，特例としてその子会社に雇用されて
いる労働者を親会社に雇用されているものと見なし
て実雇用率を算定できるとするもので，日本独自の
障害者雇用制度である。
特例子会社を設立することによって，企業は障害
者の特性に配慮した仕事の確保や職場環境の整備が
容易になる上，親会社と異なる労働条件の設定が可
能となるなど，企業にとって管理面でのメリットは
大きい。
つまり，「割当雇用制度」によって障害者に雇用
の場を与えることが事業主にとっての共同の責務で
あるという社会連帯の理念５）が実践され，「特例子会
社」によって障害者の雇用機会の拡大が図られてい
る。
たしかに，特例子会社は障害者を特定の組織や仕
事に押し込め，障害者と健常者の融和を妨げるもの
と見なすこともできるが，企業が雇用した障害者を
容易に管理することができるようになることで，障
害者にとっては雇用機会の拡大につながりやすいな
どのメリットが得られるのも事実である。
表１ 障害者雇用の発展の流れ
１９６０年 身体障害者雇用促進法（現・障害者の雇
用の促進等に関する法律）
１９７７年 雇用義務制度開始（法定雇用率１．５％）
１９８１年 国際障害者年
１９８８年 法定雇用率を１．６％に引き上げ
１９９３年 障害者基本法
１９９７年 障害者雇用促進法改正
 知的障害者が雇用率算定の対象に
 雇用率を１．８％に引き上げ
２００４年 障害者基本法を大幅改正。除外率廃止
２０１３年 雇用率を２．０％に引き上げ
２０１６年 障害者差別解消法
 「合理的配慮」が行政では義務化，民間
事業者では努力義務化
２０１８年 精神障害者雇用が義務化
出所：筆者作成。
表２ 雇用割当制度の概要
＊ 従業員５０人以上の事業所に対して法定雇用率
２．０％以上の障害者を雇用する義務
＊ 法定雇用率に満たない事業主から「不足分１
人当たり月額５万円，年額６０万円」の「障害
者雇用納付金」を徴収
＊ 法定雇用率を超えて障害者を雇用している事
業主に対して，超えている人数に応じて，１
人につき月額２５，０００円の「障害者雇用調整
金」を支給
出所：筆者作成。
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実際，図１に見る通り，２００４年から２０１２年にかけ
て特例子会社の数は１５３社から３４９社へと急速に増え
たが，それと同時に，特例子会社に雇用される障害
者の数６）も６，８６１人から１７，７４３．５人へと急速に増えて
いる。
３．障害者の就業継続と地域ぐるみの支援の必要性
一連の障害者施策が展開されたことによって障害
者の就業先が拡大したに留まらず，一般市民の障害
者に対する評価も大きく改善したことは言うまでも
ない。
図２に見る通り，障害者の実雇用率は基本的に拡
大基調にあり，とりわけ平成１６年（２００４年）以降は
急速に伸びている。また，雇用される精神障害者の
数が増加するなど，企業が雇用しようとする障害者
の類型も広がる傾向にある。
しかし，障害者の勤続年数（表４参照）を見ると，
身体障害者が１０年，知的障害者が７年９カ月，精神
障害者が４年３カ月と軒並み短くなっている。
そこで，障害区分ごとの雇用比率（図３参照）を
見ると，身体障害者は年齢が高くなるほど雇用比率
は高くなる。知的障害者は若年層での雇用比率が高
く，年齢が高くなるとともに雇用比率は下がってい
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図１ 特例子会社数と特定子会社に雇用される障害者数の推移
出所：厚生労働省『「特例子会社」制度の概要』
（最終閲覧日２０１４年９月４日）
表３ 特例子会社認定の要件
◆ 親会社の要件
① 親会社が，当該子会社の意思決定機関（株
主総会等）を支配していること。
◆ 子会社の要件
① 親会社との人的関係が緊密であること（親
企業からの役員派遣等）。
② 雇用される障害者が５人以上で，全従業員
に占める割合が２０％以上であること。また，
雇用される障害者に占める重度身体障害者，
知的障害者及び精神障害者の割合が３０％以
上であること。
③ 障害者の雇用管理を適正に行うに足りる能
力を有していること。
④ その他，障害者の雇用の促進及び安定が確
実に達成されると認められること。
出所：厚生労働省『「特例子会社」制度の概要』
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く。精神障害者の雇用比率は中年層でもっとも高く
なっている。
身体障害者の場合，雇用が義務化されて以来長い
年月が経過していることから雇用が進んでいると考
えられる上，年齢が高くなるほど交通事故などに
よって受傷する可能性も高くなることから，年齢が
高くなるほど雇用比率が高くなるのは容易に理解で
きる。
『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』によると，
身体障害者となった時点は，採用前が７１．１％，採用
後が２７．１％となっているが，この統計からは，その
統計結果が障害を得て退職した元健常者が職場復帰
した結果なのか，就業前から障害者だった人が就業
後雇用を継続しているためなのかまではわからない。
それは精神障害者についても同様である。
ただ，身体障害者，精神障害者ともに勤続年数が
短いことから，いずれも何らかの理由で労働市場か
ら退出していることは間違いない。
また，知的障害者の場合，雇用義務化から２０年近
くが経過しているが，勤続年数は短く，年齢が高く
なるほど雇用比率が下がっていることから，退職し
た知的障害者の多くがその後地域生活に戻るなどし
て労働市場に復帰していない可能性が高い。
以上から，障害者の雇用は着実に拡大しているも
のの，一度は就労した障害者がその後何らか理由で
労働市場から退出していると判断できる。
身体障害者の６０．７％，知的障害者の２３．０％，精神
障害者の７１．５％が将来の不安として「仕事を続けら
れるかどうか」を挙げており（図１４参照），障害者
の多くが長期間にわたり就業できることを望んでい
ると言える。
したがって，障害者雇用においては「企業への就
業の問題」に加えて「就業の継続」が問題となる。
表４ 障害者の勤続年数
身体障害者 １０年
知的障害者 ７年９カ月
精神障害者 ４年３カ月
出所：筆者作成。
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図２ 実雇用率と雇用される障害者の数の推移
（注）法定雇用率は,平成２４年までは１．８％,平成２５年以降は２．０％。
出所：内閣府編『平成２６年版 障害者白書』勝美印刷
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そして，後者の克服こそは障害者雇用の課題として
重視されるべきである。
そこで以下，『平成２５年度障害者雇用実態調査結
果』を基にこの問題を検討する。
企業は障害者を雇用するに際して，各種相談機関
と相談しながら，障害者に対して様々な配慮を行い，
障害者の雇用継続のために努力している。
職場において障害に配慮した支援を受けているか
について，「支援を受けている」とする人は，身体
障害者で４５．９％，精神障害者で７２．３％となっている。
職場で配慮されている事項（図４参照）は，身体
障害者の場合，「調子の悪い時に休みを取りやすく
する」（３３．９％）が最も多く，「能力が発揮できる仕
事への配置」（３１．５％），「通院時間の確保，服薬管
理など雇用管理上の配慮」（２３．７％）の順に多くなっ
ている。また，精神障害者の場合，「調子の悪いと
きに休みを取りやすくする」（５０．６％）が最も多く，
「短時間勤務など労働時間の配慮」（４０．９％），「能
力が発揮できる仕事への配慮」（３８．３％）の順に多
くなっている。
障害者が離職した理由は，個人的理由が身体障害
者で６１．３％，精神障害者で５６．５％を占め，事業主の
都合による離職はそれぞれ１９．５％，１６．０％に過ぎな
い（図５，図６参照）。
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図３ 障害区分ごとにみた年齢別雇用比率
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』より筆者作成。
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図４ 職場における障害に配慮した支援（複数回答）
（注１）知的障害者については同様のデータなし。
（注２）精神障害者については「移動のための配慮」の選択肢なし。
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』より筆者作成。
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個人的理由（図７参照）を具体的に見ると，「賃
金，労働条件に不満」が身体障害者で３２．０％，精神
障害者で２９．７％，「職場の雰囲気・人間関係」がそ
れぞれ２９．４％，３３．８％，「仕事内容が合わない（自
分に向かない）」がそれぞれ２４．８％，２８．４％，「障害
のため働けなくなった」や「症状が悪化（再発）し
た」がそれぞれ１６．６％，２５．７％，「家庭の事情（但
し，出産・育児・介護・看護を除く）」がそれぞれ
１６．４％，８．１％となっている。
なお，身体障害者のみの理由として「会社の配慮
が不十分」が２０．５％となっており，精神障害者のみ
の理由として「疲れやすく体力，意欲が続かなかっ
た」が２８．４％，「作業，能率面で適応できなかった」
が２５．７％となっている。
図４に見る通り，障害者は企業から様々な支援を
受けているが，多くの障害者が離職している。しか
し，障害者が職場に対して不満を抱いた時に企業が
障害者の相談に乗り，障害者の不満を解消する方策
を講じていれば，離職をある程度防げるはずである。
そこで，障害者が職場で困った時などに誰に相談
図５ 前職の離職理由（身体障害者の場合）
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実
態調査結果』，２０１４年。
図６ 前職の離職理由（精神障害者の場合）
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実
態調査結果』，２０１４年。
図７ 前職を離職した個人的理由（複数回答）
（注１）身体障害者については「疲れやすく体力，意欲が続かなかった」「作業，能率面で適応できな
かった」の選択肢なし。また，精神障害者については「会社の配慮が不十分」の選択肢なし。
（注２）知的障害者については該当するデータなし。
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』より筆者作成。
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しているか（図８参照）を見ると，「家族・親戚」
と答えた人は身体障害者で５２．６％，知的障害者で
３３．３％，精神障害者で４０．４％となっている。また，「職
場の上司や人事担当者」と答えた人はそれぞれ
４１．４％，４４．３％，３７．０％，「職場の同僚・友人」と答え
た人はそれぞれ４４．４％，３４．３％，１９．７％となってい
る。
障害者の仕事に関する相談相手や職場で困った時
の相談相手は家族が中心であるものの，職場の上司
や人事担当者，職場の同僚や友人など職場の人も主
な対象となっている。逆に言えば，企業は障害者の
相談に応じているのである７）。にもかかわらず，そ
れが障害者の離職を防ぎ，就業を継続することには
つながっていない。
ここで，企業の障害者雇用の方針（図９参照）を
見ると，「積極的に雇用したい」が身体障害者で
２２．７％，知的障害者で６．７％，精神障害者で４．２％，「一
定の行政支援があった場合雇用したい」がそれぞれ
２４．７％，１７．７％，１３．８％，「雇用したくない」がそれ
ぞれ１２．５％，２２．５％，２５．３％，「わからない」がそれ
ぞれ３８．１％，４９．７％，５２．７％となっている。
全体的に，身体障害者で「雇用したい」とする肯
定的な回答が多くなり，知的障害者や精神障害者で
「雇用したくない」とする否定的な回答が多くなっ
ている。
ただ，肯定的な回答も「一定の行政支援があった
場合雇用したい」とする回答が「積極的に雇用した
い」とする回答を上回っており，企業が障害者雇用
に対して受動的であることがうかがわれる。
次に，「障害者を雇用しない理由」（図１０参照）を
図８ 仕事に関する相談相手（上位５位）（複数回答）
（注１）身体障害者については「医療機関」の選択肢なし。
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』より筆者作成。
図９ 障害者雇用の方針
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』，２０１４年。
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見ると，「職場になじむのが難しいと思われるから」
とする理由が身体障害者で１９．２％，知的障害者で
３０．８％，精神障害者で３６．６％となっており，障害者
を雇用する以前から企業が障害者の雇用に及び腰で
あることがうかがえる。
また，「過去に当該障害者を雇用したが，うまく
続かなかったから」がそれぞれ４．２％，６．０％，７．３％
となっており，企業が一度は障害者を雇用したもの
のうまくいかず，その後の雇用は諦めてしまったと
受け取ることでき，障害者雇用の難しさがうかがえ
る。
以上より，障害者雇用に際して障害者と企業の間
で何らかのミスマッチが生じていることは明らかで
ある。
倉田・江川（２０１２）は滋賀県信楽町（現・甲賀市）
における知的障害者の地域就労の事例を取り上げ，
地域内の中小企業と支援施設の協力の下，支援施設
が受け入れ先企業の業態や仕事内容，人間関係を適
切に把握することでつねにマッチングを図り，支援
者が障害者の就業中に何らかのトラブルがあるたび
にすぐに駆けつけ職場の要請に常時即応することで，
障害者の就業継続が図られていることを明らかにし
ている。
この事例の肝は，障害者問題に詳しい支援団体が
主体となって，複数の受け入れ先企業の業態から業
務内容，人間関係に至るまでを把握し，発生したト
ラブルに即応する体制を整えつつ，障害者を複数の
受け入れ先企業間で柔軟に融通させているところに
ある。すなわち，支援の主体の存在と問題の迅速な
把握，そして障害者雇用を一企業内での就業に済ま
さないことである。
以上から，障害者雇用においては次の三点がいず
れも満たされる必要があると考えられる。第一に，
企業が障害者を継続して雇用することに対して強い
意志をもっていること，第二に，企業が障害者の不
満や要望を聞き入れる体制が整っていること，第三
に，支援者が主体となって企業と濃密な協力関係を
築くこと。
このためには，ある地域に立地する支援団体が同
一地域内に立地する複数の企業を対象に障害者を受
け入れてもらい，地域ぐるみで障害者雇用を支える
仕組みが必要となる。
障害者の家族が障害者の生活を支援する主体と
なっている場合が多いが，次章では，地域ぐるみの
障害者雇用支援が障害者の家族がもつ支援機能の社
会化によってなされることを指摘した上で，その担
い手として無職女性に焦点を当てて論じる。
．無職女性の地域就業
１．家族の障害者支援機能とその社会化
前章で見た通り，障害者は就業前から様々な支援
者の支援を受けながら仕事に従事している。それら
の支援者には，公共職業安定所などの公的機関と並
図１０ 障害者を雇用しない理由（複数回答）
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』，２０１４年。
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んで家族や親戚，知人・友人も含まれ，その役割は
大きい。
また，特別支援学校の２０１２年の卒業生１７，７０７人の
うち９１６人が地域生活へ帰っている８）ことから，毎年
一定数の障害者が就業せずに地域生活へ帰っている
と考えられる。
『障害者の生活に関する調査』（図１１，図１２参照）
では，身体障害者のうち「パート」として就労して
いる人が３．４％，「通所・授産作業所」が２．５％，「臨
時・日雇い」が１．５％，「内職・在学ワーク」が１．０％
となっている。また，精神障害者では，「パート・
アルバイト」が４６．２％，「家族従事者」が２０．８％，「内
職」が１．５％となっている。
『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』（図１３参
照）では，「働いたことはない」や「家にいて特に
何もしていなかった」とする人が身体障害者で
３７．２％，知的障害者で３．５％，精神障害者で１０．７％
となっている。
両調査は時間的に隔たっているが，同調査の対象
となった障害者は家族と同居しながら日常生活を
送っており，そのうちの一部が再び企業に就業する
ものと考えられる。その間，一貫して家族の支援を
図１１ 身体障害者の就労状況
出所：厚生労働省『障害者の生活状況に関す
る調査』，２００３年。
図１２ 精神障害者の就労状況
出所：厚生労働省『障害者の生活状況に関す
る調査』，２００３年
図１３ 就職する前の状況（上位４位）（複数回答）
（注１）身体障害者については「学校に在学していた」の選択肢なし。
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』より筆者作成。
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受けていると考えてよいであろう。
図１４・１５に見る通り，身体障害者の６０．７％，知的障
害者の２３．０％，精神障害者の７１．５％が将来への不安と
して「仕事を続けられるかどうか」を挙げている。
また，「生活を支援してくれる人がいなくなった
らどうなるか」については身体障害者で２１．５％，精
神障害者で４４．０％となっており，特に知的障害者で
は，「親がいなくなったら生活を助けてくれる人が
いなくなる」が３７．３％，「職場の仲の良い人がいな
くならないか心配」が６．８％，「職場で仕事をおしえ
てくれる人がいなくならないか心配」が５．９％となっ
ている。
ただ，家族がいなくなった場合の経済基盤（図１６
参照）を見ると，「自分の貯金や年金」を答えた人
が７０．６％に達する一方で，「就業して自立したい」
と答えた人も３１．９％おり，「生活保護を受ける」と
答えた人は１０．１％に留まっている。
ここから，彼らは家族の支援を期待しながらも，
家族はいつかいなくなるという現実への不安から，
何とか自立して生きていこうとする意志をもってい
るものと推察される。実際，家族による支援は家族
が年齢を重ねるにつれて体力や気力の面から難しく
なる。それゆえ，家族がもつ障害者への支援機能は
社会化される必要がある。
図１４ 将来への不安（複数回答）
（注１）身体障害者については「病気が再発するのではないか」の選択肢なし。
（注２）精神障害者については「障害が重度化するのではないか」の選択肢なし。
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』，２０１４年。
図１５ 知的障害者の将来への不安（複数回答）
出所：厚生労働省『平成２５年度障害者雇用実
態調査結果』，２０１４年。
図１６ 家族がいなくなった場合の経済基盤（複数回答）
出所：厚生労働省『障害者の生活状況に関す
る調査』，２００３年。
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近年，行政による福祉サービスが後退し，地域に
おける相互扶助が注目を集めているが，次節では，
結婚や出産を機会に民間企業を退職した無職女性を，
これまで障害者の家族が担ってきた障害者支援の機
能を代替する担い手として活用することを提起する。
２．障害者支援の主体としての無職女性
『平成２０年版 労働経済の分析』は，女性は男性
に比べて，求職活動の際に「仕事と家庭が両立でき
るか」を重視する傾向が，年齢が高くなるほど強い
ことを明らかにしている。
また，女性の結婚・出産を理由とする退職は年齢
が高くなるほど多く，その理由は，「結婚時」では
「仕事と両立する自信がなかった」が４２．１％と最も
多く，「無理して続けるほどの魅力のある仕事では
ないと思った」が１６．９％，「配偶者・家族の理解が
得られなかった」が１２．４％，「結婚退職制があった」
が６．８％となっている（図１７参照）。
他方，「出産・育児時」では「自分の手で子育て
したかった」が５７．３％と最も多く，「仕事と両立す
る自信がなかった」が３８．７％，「子供を預ける施設，
サービスがなかった」が１８．４％などとなっている（図
１８参照）。
さらに，「正社員という働き方ではなく，パート
という働き方を選択した理由」としても「家事・育
児の事情」を挙げる人が多く見られ，その割合は高
まっているとしている。
以上から，女性の働き方が結婚・出産・育児期と
いったそれぞれに直面した時期ごとに働き方の選択
を迫られ，その時の環境や周囲の理解・配慮にも大
きく影響されているとし，女性にとって柔軟に働き
やすい職場環境を作り出していくことが重要である
としている。
的場（２０１４）は，育児と仕事との両立を可能とす
るための就労支援について検討を行うことを目的と
した調査９）を基に，女性の再就職の実態と意識を明
らかにしている。
その中で，女性は再就職先を選ぶにあたり，正社
員，非正社員ともに「勤務時間や勤務日数」「勤務
場所」など自分の生活との両立を重視する傾向にあ
るが，多くの再就職経験者は継続就業の意向が強く，
女性正社員と女性非正社員では，現在の勤務先を選
んだ理由として「希望する仕事内容」を選んだ人の
方が「勤務時間等」を選んだ人よりも仕事のやりが
いに満足し，現在の仕事にやる気を持っていること
を明らかにしている。
的場（２０１５）は，子どもがいる無職女性を対象に，
民間企業等での就労のみならず，地域における住民
同士の助け合い機能を代替する地域活動への参加意
向をたずねることを目的とした調査１０）を基に次のこ
とを明らかにしている。
第一に，「収入を得る仕事をしていない理由」に
ついて，「子育て・家事に専念したいから」（２２．１％）
や「子どもと過ごす時間が減るから」（１５．８％）な
ど，子育てや家事を優先する生活を積極的に選んで
いると思われる回答が目立つこと（表５参照），第
図１７ 「結婚」時に辞めたいと思った又は退職した
理由（複数回答）
出所：厚生労働省『平成２０年版 労働経済の
分析』，２００８年。
図１８ 「出産・育児」時に辞めたいと思った又は退
職した理由（複数回答）
出所：厚生労働省『平成２０年版 労働経済の
分析』，２００８年。
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二に，自宅の近くでない企業よりも，自宅の近くの
企業の方が就労意向が高いこと，第三に，収入はほ
どほどでよく，適度に働きたいと考えている人が多
いこと（図１９参照），第四に，勤務形態については
９割の人がパートやアルバイトでもよいと思ってい
ること。
また，的場（２０１５）では，「社会参加にあたって
重視すること」も明らかにされており，地域活動に
参加する意向のある人は，収入よりも「地域社会に
役立てること」や「自宅の近くで働けること」を重
視する傾向にある（表６参照）。
以上から，無職女性が収入よりも地域社会に役立
てることや自宅周辺で働くことを重視するなど，障
害者の家族のもつ支援機能を代替し，主演の主体と
して活躍できる可能性をもっていることがわかる。
そして，その活動が本人の社会貢献意識を満たし，
かつその勤務形態が無職女性にとって育児や家事と
の両立が可能なものであるならば，無職女性の地域
社会への貢献を引き出し，障害者雇用の進展に資す
ると考える。
．おわりに
本稿では，障害者の就業支援の主体として無職女
性を活用することを提起することを目的として，障
害者の自立に焦点を当て，『平成２５年度障害者雇用
図１９ 希望する働き方に関する意見
出所：的場（２０１５）
表５ 現在，収入を得る仕事をしていない理由（複数回答）
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全体 ２３．８ ２２．７ ２２．１ ２１．８ ２０．５ １６．２ １５．８ １５．５ １０．３ １０．１
３０代 ５４．８ １１．６ ４０．８ ９．６ ５．６ ４３．２ ３６．８ １０．８ １５．６ ６．８
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５０代 ６．０ ３１．６ １１．２ ２６．０ ３１．２ １．２ ０．８ １９．６ ０．８ １０．０
６０代 ０．８ ２３．６ ５．２ ３５．２ ３４．０ ０．４ ０．４ １３．２ ０．４ ８．０
出所：的場（２０１５）
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実態調査結果』を基に障害者雇用の実態について分
析を加えた。
その中で，障害者の雇用問題には「企業への就業
問題」と「就業継続の問題」の二つがあることを明
らかにした上で，障害者が将来に対して様々な不安
を抱えている中で「就業継続の問題」の克服がより
重視されるべきであることを指摘した。
「就業継続の問題」の背景には，企業と障害者と
のミスマッチがあることを指摘した上で，障害者雇
用における三つの条件を提示した。
そして，それを満足するためには，ある地域に立
地する支援団体が同一地域内に立地する複数の企業
を対象に障害者を受け入れてもらい，地域ぐるみで
障害者雇用を支える仕組みが必要であるとした。
障害者の多くは家族の支援を受けて地域生活を
送っているが，家族による支援は家族が年齢を重ね
るとともに体力や気力の面から難しくなることから，
家族が持つ障害者への支援機能は社会化される必要
があるとし，その担い手として無職女性に焦点を当
てた。
無職女性は育児と家事を優先する生活を積極的に
選んでおり，障害者の自立の促進にとって望ましい
ことであることから，本稿では，無職女性が地域内
の障害者支援の担い手として本来障害者の家族が
持っている支援機能を代替することを期待できると
した。
注
１）本稿で言う「無職女性」とは，一度は就職したも
のの，結婚・出産を契機として退職し，現在は主
婦として生活している女性を指す。
２）常用労働者数に対する障害者数の割合のことで，
障害者の常用労働者と失業者の和を常用労働者数と
失業者数の和で除して算出する。「法定雇用率」と
言う場合と「実雇用率」と言う場合があるが，前
者の言う障害者が身体障害者と知的障害者を指すの
に対して，後者の言う障害者はこれに精神障害者
を加えたものを指す。
３）雇用する労働者数を計算する際に，除外率に相当
する労働者数を控除する制度で，当時障害者の就
業が困難であるとされた職種に適用された。
４）障害者から何らかの助けを求める意思表明があった
場合に，負担になり過ぎない程度に，社会的障壁
を取り除くために必要な便宜のこと（障害者権利条
約第２条参照）。
５）手塚直樹『日本の障害者雇用』光生館，２０００年，２６０
ページ。
６）重度障害者がダブルカウントされている。法定雇用
率の算定における障害者数のカウントの仕方は，
労働時間数や障害の重さによって異なり，重度の
障害者で週所定労働時間が３０時間を超える者は二人
としてカウントされる。
７）「職場において障害者に配慮した支援を受けていな
い人」のうち，２５．３％の人が「会社に支援制度が
ないため」と答えている点に留意する必要がある。
すなわち，会社に支援制度がないからこそ職場の
上司や同僚・友人に相談をもちかけていると考える
表６ 社会参加にあたって重視すること（複数回答）
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社会福祉協議会における住民参加型サービス ８．１ ５１．６ １２．１ ４１．１ ３７．１ ２９．８ １６．９
ファミリーサポートセンター ６．２ ４６．６ １３．５ ４１．６ ３８．２ ２４．２ １７．４
NPO法人における住民参加型サービス ８．４ ４５．５ １３．０ ４２．２ ４０．９ ２７．９ ２０．１
ボランティアグループにおける住民参加型サービス ５．４ ５２．４ ９．５ ３７．４ ３６．７ ２２．４ １６．３
出所：的場（２０１５）を基に筆者作成
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こともできる。
８）福祉行政法令研究会『障害者総合支援法がよ～くわ
かる本』秀和システム，２０１５年，８３ページ。
９）３０～４９歳で首都圏と近畿圏の都府県に住み，民間
企業で働く男女約１０００人が対象。
１０）３０～６９歳で首都圏と近畿圏の都府県に住み，既婚
（有配偶）で子供を持つ無職の女性１０００人が対象。
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抄 録
本稿は無職女性の地域への就業を促し，障害者の就業支援の担い手として活用することを提起す
ることを目的としている。
障害者の雇用問題には一般就業の問題と就業継続の問題の二つがあるが，本稿では後者を中心に，
『平成２５年度障害者雇用実態調査結果』に基づいて障害者雇用における支援のあり方について論じ
られている。
その中で，障害者の就業継続のためには地域ぐるみで障害者雇用を支える仕組みが必要であると
し，それは障害者の家族がもつ支援機能の社会化によってなされることを指摘している。
そして，無職女性が仕事よりも育児や家事を優先する生活を積極的に選び，かつ自宅の近くで就
業意向が高いことを踏まえ，無職女性に自身が暮らす地域へ就業してもらい，彼女らを障害者支援
の主体として活用することを提起している。
キーワード：障害者，就業支援，無職女性，ワークライフバランス，地域就業
障害者の就業支援と無職女性の地域就業
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